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所等、危険な場所において、複数の事業

者が作業を行う場合には、元方事業者が

実施した当該危険な場所に関する調査等

の結果を入手すること。

８　危険性又は有害性の特定

(1) 事業者は、作業標準等に基づき、労働者

の就業に係る危険性又は有害性を特定す

るために必要な単位で作業を洗い出した上

で、各事業場における機械設備、作業等に

応じてあらかじめ定めた危険性又は有害性

の分類に則して、各作業における危険性又

は有害性を特定するものとする。

(2) 事業者は、(1) の危険性又は有害性の特

定に当たり、労働者の疲労等の危険性又は

有害性への付加的影響を考慮するものとす

る。

は、請負事業者が混在して作業を行って

いることから、どの請負事業者が調査等

を実施すべきか明確でない場合があるた

め、元方事業者が調査等を実施し、その

結果を関係請負人が入手することを定め

たものであること。

８　危険性又は有害性の特定について

(1) 指針の８は、危険性又は有害性の特定の

方法について規定したものであること。

(2) 指針の８(1) の作業の洗い出しは、作業

標準、作業手順等を活用し、危険性又は有

害性を特定するために必要な単位で実施す

るものであること。

　なお、作業標準がない場合には、当該作

業の手順を書き出した上で、それぞれの段

階ごとに危険性又は有害性を特定するこ

と。

(3) 指針の８(1) の「危険性又は有害性の分

類」には、別添３の例のほか、ISO、JIS

や GHS（化学品の分類及び表示に関する世

界調和システム）で定められた分類がある

こと。各事業者が設備、作業等に応じて定

めた独自の分類がある場合には、それを用

いることも差し支えないものであること。

(4) 指針の８(2) は、労働者の疲労等により、

負傷又は疾病が発生する可能性やその重篤

度が高まることを踏まえて、危険性又は有

害性の特定を行う必要がある旨を規定した

ものであること。したがって、指針の９の

リスク見積りにおいても、これら疲労等に

よる可能性の度合と重篤度の付加を考慮す

る必要があるものであること。

(5) 指針の８(2) の「疲労等」には、単調作

業の連続による集中力の欠如や、深夜労働

による居眠り等が含まれること。


